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 Though the statistics of National Agency for the Advancement of Sports and Health 
show that the population of children and the students decreases, the number of school 
accidents tends to increase. 
 
 Physical activities are inseparable from various dangers. The cases related to school 
accidents of extracurricular physical activities is one of the most difficult fields of 
interpretation of judicial precedent. Leading precedent has not been established yet.  
 
 The purpose of this paper is to clarify judicial standard which judges legal obligation 
for school safety by analyzing judicial precedent after 1998. 
 
 As a result of analysis of twenty-one judicial precedents, this paper gives suggestions 









































                                                   




















































同法第 714条第 2項により、損害賠償責任を負う場合がある4。 
 






























                                                   
4 日野一男編著『学校教育から子どもを守る－判例に学ぶ教師の実践マニュアル－』（農山
漁村文化協会、2006年、38ページ）参照 
5 判例タイムズ 1046号、212ページ参照 








































                                                   
6 判例タイムズ 1011号、229ページ参照 


















































































                                                   
8 判例タイムズ 1071号、160ページ参照 





















  た生徒と同等の技術水準に達していること。 
 ⑤一般にスポーツに内在している一定程度の危険性以上の危険性を有する練習方法で 
  あるということはいえないこと。 
 ⑥防具をつけさせたり、防護フェンスの陰からトスを上げさせることが、一般的である 
























































                                                   
9 判例タイムズ 1208号、121ページ参照 


























  ②本件事故の前日にも同じ待機場所で待機させたが格別の問題は生じなかったこと 





















































                                                   
10 コーチは、主に監督の指揮の下でその指導方針に従う補助者に過ぎず、義務違反がある
とはいえないと判示 



























 ①死亡した生徒は平成 15年 7月 29日から同月 31日にかけて入院していたものの、ほ
ぼ治癒するに至っていたものであって、熱中症との関連性を窺わせる証拠はないこと。 











                                                   
11 判例タイムズ 1241号、189ページ参照 








































                                                   
12 判例タイムズ 1241号、179ページ参照 



















































































































法 1条 1項に基づいて、損害賠償の支払いを求めた事案である。 
 





























  （高松高裁、平成 20年 9月 17日、平 18（ネ）97号） 












 高校生らが上告受理の申立てをしたところ、最高裁第二小法廷（平成 18年 3月 13日）13




























柱を中心とする半径 8 メートル（その高さに相当する）の円内で、かつ、柱から 2 メート
ル程度以上離れた部分が避雷のための保護範囲となり、この範囲内にとどまる限り、落雷
の直撃に遭う危険性はかなりの程度軽減されることが明らかであり、また、コンクリート















                                                   
14 判例タイムズ 1280号、72ページ参照 



























































































                                                   
17 ただし、常時の立ち会いまでは求められているものではない。 
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